
議題：第 8号 

甲府市教育委員会事務分掌規則の一部改正について（原案） 

 

１ 改正理由 

  学校の ICT 化に向けた環境整備等に係る事業については、計画的に推進

する必要があるため、学事課内に「ICT 整備係」を新設する。 

また、こうふ開府に係る事業については、計画的に推進する必要があるた

め、市長直轄組織の情報発信課から教育部生涯学習課に移管し、当該課内に

「こうふ愛醸成係」を新設する。 

このため、甲府市教育委員会事務分掌規則については、これらの改正と併

せてその他所要の改正を行う。 

 

２ 主な改正内容 

（1）学校教育課内の「情報化推進係」を「ICT 推進係」に変更する。 

（2）学事課内に「ICT 整備係」を新設する。 

（3）生涯学習課内に「こうふ愛醸成係」を新設する。 

（4）歴史文化財課内の「武田氏館跡歴史館」が指定管理者になることから、

一部を変更する。 

 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日から施行する。 

 

４ 改正の案文 

  別紙 新旧対照表及び規則案文参照 

 

５ 教育委員会への議題時期 

  令和５年３月臨時教育委員会（３月２８日開催） 
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甲府市教育委員会事務分掌規則（平成８年教育委員会規則第１号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○甲府市教育委員会事務分掌規則 ○甲府市教育委員会事務分掌規則 

平成８年３月３１日 平成８年３月３１日 

教委規則第１号 教委規則第１号 

  

第１条から第２条まで （略） 

 

第１条から第２条まで （略） 

第３条 前条に定める部に、次の表の左欄に掲げる室等を置き、当該室等に

それぞれ同表中欄に掲げる課を置き、当該課にそれぞれ同表右欄に掲げる

係を置く。 

第３条 前条に定める部に、次の表の左欄に掲げる室等を置き、当該室等に

それぞれ同表中欄に掲げる課を置き、当該課にそれぞれ同表右欄に掲げる

係を置く。 

室等 課 係 

教育総室 総務課 総務係、学校規模適正係 

学校教育課 教職員係、教育指導係、学校危機管理

係、ICT推進係、学務係 

学事課 学事係、ICT整備係、保健給食係 

教育施設課 計画係、営繕係、設備係 

生涯学習室 生涯学習課 生涯学習係、芸術係、こうふ愛醸成係 

歴史文化財課 文化財保護係、文化財活用係 

スポーツ課 スポーツ係、企画整備係 
 

室等 課 係 

教育総室 総務課 総務係、学校規模適正係 

学校教育課 教職員係、教育指導係、学校危機管理

係、情報化推進係、学務係 

学事課 学事係、新規、保健給食係 

教育施設課 計画係、営繕係、設備係 

生涯学習室 生涯学習課 生涯学習係、芸術係、新規   

歴史文化財課 文化財保護係、文化財活用係 

スポーツ課 スポーツ係、企画整備係 
 

２ 前項に定める課の分掌事務は、おおむね別表のとおりとする。 ２ 前項に定める課の分掌事務は、おおむね別表のとおりとする。 

（組織の特例） （組織の特例） 

第３条の２ 教育委員会は、緊急かつ重要な課題等に対し、弾力的に事業促

進を図り事務を処理するため、必要があると認めるときは、特別な組織を

第３条の２ 教育委員会は、緊急かつ重要な課題等に対し、弾力的に事業促

進を図り事務を処理するため、必要があると認めるときは、特別な組織を
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編成することができる。 編成することができる。 

２ 前項に定める組織が所掌する事務については、この規定にかかわらず、

当該組織の分掌事務とする。 

２ 前項に定める組織が所掌する事務については、この規定にかかわらず、

当該組織の分掌事務とする。 

  

第４条から第１２条まで （略） 

 

第４条から第１２条まで （略） 

（武田氏館跡歴史館） （武田氏館跡歴史館） 

第１２条の２ 武田氏館跡歴史館条例（平成３０年９月条例第２４号）第１

条の規定に基づき設置された武田氏館跡歴史館は、歴史文化財課に属する

機関とし、その分掌事務は、おおむね次のとおりとする。 

第１２条の２ 武田氏館跡歴史館条例（平成３０年９月条例第２４号）第１

条の規定に基づき設置された武田氏館跡歴史館は、歴史文化財課に属する

機関とし、その分掌事務は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 指定管理者が行う管理以外の武田氏館跡歴史館の管理に関すること。 (1) 国史跡武田氏館跡に係る資料の収集、保存、展示等に関すること。 

 削る (2) 国史跡武田氏館跡に係るガイダンスの実施及び学習の援助に関するこ

と。 

 削る (3) 武田氏館跡歴史館の管理運営に関すること。 

  

第１３条から第１９条まで （略） 第１３条から第１９条まで （略） 

  

（教育機関の職） （教育機関の職） 

第２０条 次の表の左欄に掲げる教育機関に、同表右欄に掲げる職を置く。 第２０条 次の表の左欄に掲げる教育機関に、同表右欄に掲げる職を置く。 

機関名 職 

課長 係長 

図書館 館長 係長 

公民館  館長 

削る  削る 
 

機関名 職 

課長 係長 

図書館 館長 係長 

公民館  館長 

武田氏館跡歴史館  館長 
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２ 前項に定めるもののほか、教育研修所に所長を置き、所長は学校教育課

長をもって充てる。 

２ 前項に定めるもののほか、教育研修所に所長を置き、所長は学校教育課

長をもって充てる。 

３ 第１６条から第１９条までの規定は、教育機関の各職の職務及び代理に

ついて準用する。 

３ 第１６条から第１９条までの規定は、教育機関の各職の職務及び代理に

ついて準用する。 

  

第２１条から第２２条まで （略）  第２１条から第２２条まで （略）  

  

附 則    新 規 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 新 規 

別表 別表 

室等 課等 分掌事務 

 学校教育課 （１） 教職員の人事、服務、検定及び免許に

関すること。 

（２） 学校経営、教育課程、学習指導等につ

いての指導助言に関すること。 

（３） 教科書の採択に関すること。 

（４） 特別支援教育に関すること。 

（５） 教職員の研修に関すること。 

（６） 教育相談に関すること。 

（７） 教職員の給与に関すること。 

（８） 教育国際交流に関すること。 

（９） 学校内外の危機管理に関すること。 

（１０） 教育研修所の運営管理に関すること。 

（１１） 学校教育の振興及び学校教育諸団体

との連絡調整に関すること。 

室等 課等 分掌事務 

 学校教育課 （１） 教職員の人事、服務、検定及び免許に

関すること。 

（２） 学校経営、教育課程、学習指導等につ

いての指導助言に関すること。 

（３） 教科書の採択に関すること。 

（４） 特別支援教育に関すること。 

（５） 教職員の研修に関すること。 

（６） 教育相談に関すること。 

（７） 教職員の給与に関すること。 

（８） 教育国際交流に関すること。 

（９） 学校内外の危機管理に関すること。 

（１０） 教育研修所の運営管理に関すること。 

（１１） 学校教育の振興及び学校教育諸団体

との連絡調整に関すること。 



議題：第 8号 
 

 

（１２） 学校のICT教育の推進に関すること。 

学事課 （１） 学校の管理に関すること。 

（２） 学級編制、通学区域、通学及び転入学

に関すること。 

（３） 教材教具、設備及び備品等に関するこ

と。 

（４） 入学準備金に関すること。 

（５） その他学校教育の振興に関すること。 

（６） 学校の環境衛生及び給食設備等の整備

に関すること。 

（７） 学校給食関係団体に関すること。 

（８） 学校給食の献立作成及び物資の購入計

画に関すること。 

（９） 学校給食に係る栄養管理及び衛生管理

の指導並びに調査及び研修に関すること。 

（１０） 就学援助に関すること。 

（１１） 就学時健康診断の実施に関すること。 

（１２） 健康診断、感染症予防等の指導に関

すること。 

（１３） 独立行政法人日本スポーツ振興セン

ターに関すること。 

（１４） 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師

に関すること。 

（１５） 学校保健に関すること。 

（１６） 学校保健団体との連絡調整に関する

こと。 

（１２） 学校の情報化の推進に関すること。 

学事課 （１） 学校の管理に関すること。 

（２） 学級編制、通学区域、通学及び転入学

に関すること。 

（３） 教材教具、設備及び備品等に関するこ

と。 

（４） 入学準備金に関すること。 

（５） その他学校教育の振興に関すること。 

（６） 学校の環境衛生及び給食設備等の整備

に関すること。 

（７） 学校給食関係団体に関すること。 

（８） 学校給食の献立作成及び物資の購入計

画に関すること。 

（９） 学校給食に係る栄養管理及び衛生管理

の指導並びに調査及び研修に関すること。 

（１０） 就学援助に関すること。 

（１１） 就学時健康診断の実施に関すること。 

（１２） 健康診断、感染症予防等の指導に関

すること。 

（１３） 独立行政法人日本スポーツ振興セン

ターに関すること。 

（１４） 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師

に関すること。 

（１５） 学校保健に関すること。 

（１６） 学校保健団体との連絡調整に関する

こと。 
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（１７） 学校給食費の徴収管理に関すること。 

（１８） 学校のICT環境の整備に関すること。 

生涯学習室 生涯学習課 （１） 生涯学習推進本部に関すること。 

（２） 生涯学習ビジョンに関すること。 

（３） まなびフェスティバル事業に関するこ

と。 

（４） まなび奨励ポイント制度に関すること。 

（５） 出前講座に関すること。 

（６） 放課後子供教室に関すること。 

（７） 生涯学習情報の収集、提供に関するこ

と。 

（８） 社会教育委員に関すること。 

（９） 公民館の総合調整に関すること。 

（１０） 成人式に関すること。 

（１１） 総合市民会館に関すること。 

（１２） 「甲府 きょういくの日（教育・共

育・郷育）」に関すること。 

（１３） 文化団体の育成及び助成に関するこ

と。 

（１４） 文化芸術の普及と振興に関すること。 

（１５） 御岳文芸座の運営管理に関すること。 

（１６） 山崎方代の顕彰事業に関すること。 

（１７） こうふ開府の日に関すること。 

（１８） こうふ開府５００年レガシー事業に

関すること。 
 

（１７） 学校給食費の徴収管理に関すること。 

 新規 

習室 生涯学習課 （１） 生涯学習推進本部に関すること。 

（２） 生涯学習ビジョンに関すること。 

（３） まなびフェスティバル事業に関するこ

と。 

（４） まなび奨励ポイント制度に関すること。 

（５） 出前講座に関すること。 

（６） 放課後子供教室に関すること。 

（７） 生涯学習情報の収集、提供に関するこ

と。 

（８） 社会教育委員に関すること。 

（９） 公民館の総合調整に関すること。 

（１０） 成人式に関すること。 

（１１） 総合市民会館に関すること。 

（１２） 「甲府 きょういくの日（教育・共

育・郷育）」に関すること。 

（１３） 文化団体の育成及び助成に関するこ

と。 

（１４） 文化芸術の普及と振興に関すること。 

（１５） 御岳文芸座の運営管理に関すること。 

（１６） 山崎方代の顕彰事業に関すること。 

新規 

新規 
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甲府市教育委員会事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和５年３月 日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

               教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規則第 号 

 甲府市教育委員会事務分掌規則の一部を改正する規則 

甲府府市教育委員会事務分掌規則（平成８年３月教委規則第１号）の一部

を次のように改正する。 

第３条第１項の表教育総室、学校教育課の項中「情報化推進係」を「ＩＣ

Ｔ推進係に改め、同表教育総室、学事課の項中「学事係」の次に「、ＩＣＴ

整備係」を加え、同表生涯学習室、生涯学習課の項中「芸術係」の次に「、

こうふ愛醸成係」を加える。 

第１２条の２各号を次のように改める。 

⑴ 指定管理者が行う管理以外の武田氏館跡歴史館の管理に関すること。 

第２０条第１項の表武田氏館跡歴史館の項を削る。 

別表教育総室、学校教育課の項第１２号中「情報化」を「ＩＣＴ教育」に

改める。 

別表教育総室、学事課の項に次の１号を加える。 

 ⒅ 学校のＩＣＴ環境の整備に関すること。 

 別表生涯学習室、生涯学習課の項に次の２号を加える。 

 ⒄ こうふ開府の日に関すること。 

 ⒅ こうふ開府５００年レガシー事業に関すること。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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甲府市教育委員会事務局事案決定規程の一部改正について（原案） 

 

１ 改正理由 

こうふ開府に係る事業については、計画的に推進する必要があることから、

市長直轄組織の情報発信課から教育部生涯学習課に移管し、当該課内に「こう

ふ愛醸成係」を新設する。 

このため、甲府市教育委員会事務局規程については、新設に係る改正と併せ

てその他所要の改正を行う。 

 

２ 主な改正内容 

（1）生涯学習課内に「こうふ愛醸成係」の新設に伴う事案決定等の改正を行う。 

（2）歴史文化財課内の「武田氏館跡歴史館」が指定管理者となることから事案

決定等の改正を行う。 

 

３ 施行期日 

  令和５年４月１日から施行する。 

 

４ 改正の案文 

  別紙 新旧対照表及び規則案文参照 

 

５ 教育委員会への議題時期 

  令和５年３月臨時教育委員会（３月２８日開催）  
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甲府市教育委員会事務局事案決定規程（昭和４８年教育委員会規程第１号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○甲府市教育委員会事務局事案決定規程 ○甲府市教育委員会事務局事案決定規程 

昭和４８年４月２８日 昭和４８年４月２８日 

教委規程第１号 教委規程第１号 

生涯学習  

項目 決定区分 備考 

部長 室長 課長  

１２ こうふ開府の日に関する事項     

（１）こうふ開府の日に関すること。 重要 一般的 軽易  

１３ こうふ開府５００年レガシー事

業に関する事項 

    

（１）こうふ開府５００年レガシー事

業に関すること。 

重要 一般的 軽易  

 

生涯学習  

項目 決定区分 備考 

部長 室長 課長  

新規 

 

    

新規 

 

新規 新規 新規  

新規 

 

    

新規 

 

新規 新規 新規  

 

歴史文化財  

項目 決定区分 備考 

部長 室長 課長 

３ 武田氏館跡歴史館の運営管理に関

する事項 

    

（１）武田氏館跡歴史館の管理に関す

ること。 

  ○  

削る   ○●  

 

歴史文化財  

項目 決定区分 備考 

部長 室長 課長 

３ 武田氏館跡歴史館の運営管理に関

する事項 

    

（１）資料の調査、収集、保存、展示

等に関すること。 

  ○  

（２）施設のガイド活動に関すること   ○  
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甲府市教育委員会事務局事案決定規程の一部を改正する規程をここに公布

する。 

  令和５年３月 日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規程第 号 

   甲府市教育委員会事務局事案決定規程の一部を改正する規程 

 甲府市教育委員会事務局事案決定規程（昭和４８年４月教委規程第１号）

の一部を次のように改正する。 

 別表第２部長以下の個別決定事案、生涯学習から歴史文化財までの表を次

のように改める。 

 

生 涯 学 習  

項 目 決 定 区 分 備 考  

部 長  室 長  課 長   

１  生 涯 学 習の 推進に 関 する 事 項     

（ １ ）生 涯 学習 の推進 に 関す る こと 。 重 要   軽 易   

（ ２ ）関 係 諸団 体との 連 絡調 整 に関 すること。 同 上   同 上   

２  社 会 教 育委 員に関 す る事 項     

（ １ ）社 会 教育 委員の 会 議の 庶 務に 関すること。   ○   

（ ２ ）社 会 教育 委員調 査 研究 に 関す ること。   ○   

３  成 人 式 に関 する事 項     

（ １ ）該 当 者調 査と式 典 への 案 内状 発送等準備に関

すること。 

  ○   

４  公 民 館 及び 地域集 会 所の 運 営管 理並びに市民セ

ンターの施設の管 理に関する事項 

    

（ １ ）公 民 館及 び地域 集 会所 の 使用 許可に関するこ

と 。 

  ○   

（ ２ ）公 民 館運 営審議 会 の庶 務 に関 すること。   ○   

（ ３ ）市 民 セン ターの 施 設の 管 理に 関すること。   ○   

５  社 会 教 育指 導員に 関 する 事 項     
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（１）社会教育指導員の服務研修に関すること。   ○   

６  社 会 教 育団 体に関 す る事 項     

（ １ ）社 会 教育 団体の 育 成に 関 する こと。   ○   

７  社 会 教 育各 種学級 に 関す る 事項     

（ １ ）各 種 学級 の育成 に 関す る こと 。   ○   

８  そ の 他 公民 館活動 に 関す る 事項     

（ １ ）公 民 館講 座の開 設 運営 に 関す ること。   ○   

（ ２ ）民 間 ユネ スコ活 動 の助 言 協力 に関すること。   ○   

９  総 合 市 民会 館に関 す る事 項     

（ ３ ）総 合 市民 会館の 管 理に 関 する こと。   ○   

１ ０  文 化 、芸 術の振 興 に関 す る事 項     

（ １ ）文 化 、芸 術団体 と の連 携 育成 に関すること。   ○   

１ １  御 岳 文芸 座の運 営 管理 に 関す る事項     

（ ２ ）御 岳 文芸 座の使 用 許可 に 関す ること。   ○   

１ ２  こ う ふ開 府の日 に 関す る 事項     

（１）こ うふ開府の日に関すること。 重 要 一 般

的  

軽 易   

１ ３  こ う ふ開 府５０ ０ 年レ ガ シー 事業に関する事

項 

    

（１）こうふ開府５００年レガシー事業に関するこ

と 。 

重 要 一 般

的  

軽 易   

 

歴史文化財   

項 目 決 定 区 分 備 考 

部 長  室 長  課 長  

１  文 化 財 保護 に 関す る 事 項     

（ １ ） 指 定 文化 財 保持 者 へ の 指 導に 関すること。   ○   

（ ２ ） 指 定 文化 財 の調 査 に 関 す るこ と。   ○   

（ ３ ） 指 定 区域 内 にお け る 現 状 変更 等に関するこ

と 。 

  ○   

（ ４ ） 文 化 財調 査 審議 会 の 庶 務 に関 すること。   ○   

２  藤 村 記 念館 の 運営 管 理 に 関 する 事 項     

（ １ ） 資 料 の収 集 、保 存 に 関 す るこ と。   ○   

（ ２ ） 運 営 協議 会 の庶 務 に 関 す るこ と。   ○   

３  武 田 氏 館跡 歴 史館 の 運 営 管 理に 関 する事項     

（ １ ）武田氏館跡歴史館の管理に関すること。    ○   

削 る   ● ○   

附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



議題：第 10号から第 13 号まで 
 

甲府市学校職員の勤務時間等に関する規則等の一部改正について（原案） 

 

１ 改正の理由及び改正規則 

（1）改正理由 

令和３年６月に地方公務員法の一部が改正され、定年前再任用短時間勤務制が導

入されたことを受け、甲府市学校職員給与条例等の一部を改正する条例を令和４年９

月市議会定例会に提案した。 

議決された同条例を施行するにあたり、甲府市学校職員の勤務時間等に関する規

則等の改正を行う必要があり、所要の改正を行うものである。 

 

（2）改正する規則 

①甲府市学校職員の勤務時間等に関する規則(平成 7年 3 月教育委員会規則第 7号)  

②甲府市学校職員義務教育等教員特別手当支給規則(昭和 53 年 3月教育委員会規則第 1号)  

③甲府市学校職員の勤務時間に関する規程(平成 4年 7月教育委員会規程第 3号)  

④甲府市立小中学校職員の勤務時間に関する規程(平成 4年 7 月教育委員会規程第 4号)  

 

２ 改正概要 

・地方公務員法の一部改正に伴い用語等を整備し、引用する条項を改める。 

 

３ 改正の案文 

 ・別紙、規則改正案文 参照 

 

４ 施行期日 

 ・令和５年４月１日施行とする。 
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甲府市学校職員の勤務時間等に関する規則（平成７年教育委員会規則第７号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○甲府市学校職員の勤務時間等に関する規則 ○甲府市学校職員の勤務時間等に関する規則 

平成７年３月３１日 平成７年３月３１日 

教委規則第７号 教委規則第７号 

（時間外勤務を命ずる際の考慮） （時間外勤務を命ずる際の考慮） 

第７条 教育委員会は、職員に時間外勤務（条例第９条第２項の規定に

基づき命ぜられて行う勤務をいう。以下同じ。）を命ずる場合には、

職員の健康及び福祉を害しないように考慮しなければならない。 

第７条 教育委員会は、職員に時間外勤務（条例第９条第２項の規定に

基づき命ぜられて行う勤務をいう。以下同じ。）を命ずる場合には、

職員の健康及び福祉を害しないように考慮しなければならない。 

２ 教育委員会は、定年前再任用短時間勤務職員（条例第２条第１号に

規定する定年前再任用短時間勤務職員をいう。以下同じ。）に時間外

勤務を命ずる場合には、定年前再任用短時間勤務職員の正規の勤務時

間が常時勤務を要する職を占める職員の正規の勤務時間より短く定め

られている趣旨に十分留意しなければならない。 

２ 教育委員会は、   再任用短時間勤務職員（条例第２条第１号に

規定する   再任用短時間勤務職員をいう。以下同じ。）に時間外

勤務を命ずる場合には、   再任用短時間勤務職員の正規の勤務時

間が常時勤務を要する職を占める職員の正規の勤務時間より短く定め

られている趣旨に十分留意しなければならない。 

（年次有給休暇の日数） （年次有給休暇の日数） 

第９条 条例第１３条第１項第１号の教育委員会規則で定める日数は、

２０日に定年前再任用短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日

で除して得た数を乗じて得た日数（１週間ごとの勤務日の日数又は勤

務日ごとの勤務時間の時間数が同一でない職員にあっては、１５５時

間に条例第３条第２項の規定に基づき定められた定年前再任用短時間

勤務職員の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時

間数を、７時間４５分を１日として日に換算して得た日数（１日未満

第９条 条例第１３条第１項第１号の教育委員会規則で定める日数は、

２０日に   再任用短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日

で除して得た数を乗じて得た日数（１週間ごとの勤務日の日数又は勤

務日ごとの勤務時間の時間数が同一でない職員にあっては、１５５時

間に条例第３条第２項の規定に基づき定められた   再任用短時間

勤務職員の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時

間数を、７時間４５分を１日として日に換算して得た日数（１日未満
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の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数））とする。ただ

し、その日数が労働基準法第３９条の規定により付与すべきものとさ

れている日数を下回る場合には、同条の規定により付与すべきものと

されている日数とする。 

の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数））とする。ただ

し、その日数が労働基準法第３９条の規定により付与すべきものとさ

れている日数を下回る場合には、同条の規定により付与すべきものと

されている日数とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、労働基準法第３９条第１項又は第２項に

規定する継続勤務年数の計算に当たり定年前再任用短時間勤務職員の

採用された年における年次有給休暇の日数は、当該採用後の勤務と退

職以前の勤務とが継続するものとみなした場合における日数とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、労働基準法第３９条第１項又は第２項に

規定する継続勤務年数の計算に当たり   再任用短時間勤務職員の

採用された年における年次有給休暇の日数は、当該採用後の勤務と退

職以前の勤務とが継続するものとみなした場合における日数とする。 

第９条の２ 条例第１３条第１項第２号の教育委員会規則で定める日数

は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める日数とす

る。 

第９条の２ 条例第１３条第１項第２号の教育委員会規則で定める日数

は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める日数とす

る。 

(1) 当該年の中途において、新たに職員となったもの（次号に掲げる

職員を除く。） その者の当該年における在職期間に応じ、別表の

日数欄に掲げる日数（定年前再任用短時間勤務職員にあっては、そ

の者の勤務時間等を考慮し、教育委員会が別に定める日数）（以下

この条において「基本日数」という。） 

(1) 当該年の中途において、新たに職員となったもの（次号に掲げる

職員を除く。） その者の当該年における在職期間に応じ、別表の

日数欄に掲げる日数（   再任用短時間勤務職員にあっては、そ

の者の勤務時間等を考慮し、教育委員会が別に定める日数）（以下

この条において「基本日数」という。） 

(2) 当該年において国家公務員等（条例第１３条第１項第３号に規定

する国家公務員等をいう。以下この条において同じ。）となった者

で、引き続き新たに職員となったもの 国家公務員等となった日に

おいて新たに職員となったものとみなした場合におけるその者の在

職期間に応じた別表の日数欄に掲げる日数から、新たに職員となっ

た日の前日までの間に使用した年次有給休暇に相当する休暇の日数

を減じて得た日数（この号に掲げる職員が定年前再任用短時間勤務

(2) 当該年において国家公務員等（条例第１３条第１項第３号に規定

する国家公務員等をいう。以下この条において同じ。）となった者

で、引き続き新たに職員となったもの 国家公務員等となった日に

おいて新たに職員となったものとみなした場合におけるその者の在

職期間に応じた別表の日数欄に掲げる日数から、新たに職員となっ

た日の前日までの間に使用した年次有給休暇に相当する休暇の日数

を減じて得た日数（この号に掲げる職員が        再任用
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職員                            

                              

           である場合にあっては、その者の勤務時間

等を考慮し、教育委員会が別に定める日数）（当該日数が基本日数

に満たない場合にあっては、基本日数） 

職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第

１項又は第２８条の５第１項の規定により採用された職員をいう。

第４項において同じ。）である場合にあっては、その者の勤務時間

等を考慮し、教育委員会が別に定める日数）（当該日数が基本日数

に満たない場合にあっては、基本日数） 

２ 条例第１３条第１項第３号の教育委員会規則で定める法人は、次に

掲げる法人とする。 

２ 条例第１３条第１項第３号の教育委員会規則で定める法人は、次に

掲げる法人とする。 

(1) 地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に規定する地

方住宅供給公社 

(1) 地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に規定する地

方住宅供給公社 

(2) 地方道路公社法（昭和４５年法律第８２号）に規定する地方道路

公社 

(2) 地方道路公社法（昭和４５年法律第８２号）に規定する地方道路

公社 

(3) 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）に

規定する土地開発公社 

(3) 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）に

規定する土地開発公社 

(4) 沖縄振興開発金融公庫 (4) 沖縄振興開発金融公庫 

(5) 国家公務員退職手当法施行令（昭和２８年政令第２１５号）第９

条の２各号に掲げる法人 

(5) 国家公務員退職手当法施行令（昭和２８年政令第２１５号）第９

条の２各号に掲げる法人 

(6) 前各号に掲げる法人のほか、教育委員会がこれらに準ずる法人で

あると認めるもの 

(6) 前各号に掲げる法人のほか、教育委員会がこれらに準ずる法人で

あると認めるもの 

３ 条例第１３条第１項第３号の教育委員会規則で定める学校職員は、

当該年の前年において職員であった者であって引き続き当該年に国家

公務員等になり引き続き再び職員となったものとする。 

３ 条例第１３条第１項第３号の教育委員会規則で定める学校職員は、

当該年の前年において職員であった者であって引き続き当該年に国家

公務員等になり引き続き再び職員となったものとする。 

４ 条例第１３条第１項第３号の教育委員会規則で定める日数は、２０

日に当該年の前年における年次有給休暇に相当する休暇の残日数（当

４ 条例第１３条第１項第３号の教育委員会規則で定める日数は、２０

日に当該年の前年における年次有給休暇に相当する休暇の残日数（当
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該日数が２０日を超える場合にあっては、２０日）を加えて得た日数

から、職員となった日の前日までの間に使用した年次有給休暇に相当

する休暇の日数を減じて得た日数（同号に掲げる職員が定年前再任用

短時間勤務職員である場合にあっては、その者の勤務時間を考慮し、

教育委員会が別に定める日数）（当該日数が基本日数に満たない場合

にあっては、基本日数）とする。 

該日数が２０日を超える場合にあっては、２０日）を加えて得た日数

から、職員となった日の前日までの間に使用した年次有給休暇に相当

する休暇の日数を減じて得た日数（同号に掲げる職員が      

  再任用職員である場合にあっては、その者の勤務時間を考慮し、

教育委員会が別に定める日数）（当該日数が基本日数に満たない場合

にあっては、基本日数）とする。 

５ 第１項第２号に掲げる職員及び前項の規定の適用を受ける職員のう

ちその者の使用した年次有給休暇に相当する休暇の日数が明らかでな

いものの年次有給休暇の日数については、これらの規定にかかわらず、

教育委員会が別に定める日数とする。 

５ 第１項第２号に掲げる職員及び前項の規定の適用を受ける職員のう

ちその者の使用した年次有給休暇に相当する休暇の日数が明らかでな

いものの年次有給休暇の日数については、これらの規定にかかわらず、

教育委員会が別に定める日数とする。 

（年次有給休暇の単位） （年次有給休暇の単位） 

第１１条 年次有給休暇は、１日を単位とする。ただし、特に必要があ

ると認められる場合には、半日（定年前再任用短時間勤務職員にあっ

ては、１日）又は１時間を単位とすることができる。 

第１１条 年次有給休暇は、１日を単位とする。ただし、特に必要があ

ると認められる場合には、半日（   再任用短時間勤務職員にあっ

ては、１日）又は１時間を単位とすることができる。 

２ 半日を単位とする年次有給休暇は、その休暇が、休憩時間をはさん

で前半の場合には３時間３０分、後半の場合には４時間１５分として

計算し、次項に規定する１時間を単位とする年次有給休暇に通算し、

日に換算する。 

２ 半日を単位とする年次有給休暇は、その休暇が、休憩時間をはさん

で前半の場合には３時間３０分、後半の場合には４時間１５分として

計算し、次項に規定する１時間を単位とする年次有給休暇に通算し、

日に換算する。 

３ １時間を単位として使用した年次有給休暇を日に換算する場合に

は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間数を

もって１日とする。 

３ １時間を単位として使用した年次有給休暇を日に換算する場合に

は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間数を

もって１日とする。 

(1) 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 ７時間４５分 (1) 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 ７時間４５分 

(2) 定年前再任用短時間勤務職員（１週間ごとの勤務日の日数及び勤 (2)    再任用短時間勤務職員（１週間ごとの勤務日の日数及び勤
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務日ごとの勤務時間の時間数が同一であるものに限る。） 勤務日

ごとの勤務時間の時間数（１分未満の端数があるときは、これを切

り捨てた時間） 

務日ごとの勤務時間の時間数が同一であるものに限る。） 勤務日

ごとの勤務時間の時間数（１分未満の端数があるときは、これを切

り捨てた時間） 

(3) 定年前再任用短時間勤務職員（前号に掲げるものを除く。） ７

時間４５分 

(3)    再任用短時間勤務職員（前号に掲げるものを除く。） ７

時間４５分 

４ 年次有給休暇の残日数のすべてを使用しようとする場合において、

当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該残日数のすべてを

使用することができる。 

４ 年次有給休暇の残日数のすべてを使用しようとする場合において、

当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該残日数のすべてを

使用することができる。 

  

別表（第９条の２関係） 別表（第９条の２関係） 

在職期間 日数 

１月に達するまでの期間 ２日 

１月を超え２月に達するまでの期間 ３日 

２月を超え３月に達するまでの期間 ５日 

３月を超え４月に達するまでの期間 ７日 

４月を超え５月に達するまでの期間 ８日 

５月を超え６月に達するまでの期間 １０日 

６月を超え７月に達するまでの期間 １２日 

７月を超え８月に達するまでの期間 １３日 

８月を超え９月に達するまでの期間 １５日 

９月を超え１０月に達するまでの期間 １７日 

１０月を超え１１月に達するまでの期間 １８日 

１１月を超え１年未満の期間 ２０日 
 

在職期間 日数 

１月に達するまでの期間 ２日 

１月を超え２月に達するまでの期間 ３日 

２月を超え３月に達するまでの期間 ５日 

３月を超え４月に達するまでの期間 ７日 

４月を超え５月に達するまでの期間 ８日 

５月を超え６月に達するまでの期間 １０日 

６月を超え７月に達するまでの期間 １２日 

７月を超え８月に達するまでの期間 １３日 

８月を超え９月に達するまでの期間 １５日 

９月を超え１０月に達するまでの期間 １７日 

１０月を超え１１月に達するまでの期間 １８日 

１１月を超え１年未満の期間 ２０日 
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附 則  

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。  

（暫定再任用職員に関する経過措置）  

２ 暫定再任用職員（甲府市学校職員給与条例等の一部を改正する条例

（令和４年９月条例第 号。以下「令和４年改正条例」という。）附

則第３項に規定する暫定再任用職員をいう。以下同じ。）は、定年前

再任用短時間勤務職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２２条の４第１項の規定により採用された職員をいう。）とみなし

て、この規則による改正後の第９条の２第１項（第２号に係る部分に

限る。）及び第４項の規定を適用する。 

 

  

 



議題：第 10号 

 甲府市学校職員の勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

  令和５年３月  日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規則第 号 

   甲府市学校職員の勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則 

 甲府市学校職員の勤務時間等に関する規則（平成７年３月規則第７号）の

一部を次のように改正する。 

 第７条第２項及び第９条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改める。 

 第９条の２第１項第１号中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改め、同項第２号中「再任用職員（地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項の規定に

より採用された職員をいう。第４項において同じ。）」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改め、同条第４項中「再任用職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改める。 

第１１条第１項並びに第３項第２号及び第３号中「再任用短時間勤務職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附 則 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 暫定再任用職員（甲府市学校職員給与条例等の一部を改正する条例（令

和４年９月条例第３１号。以下この項において「改正条例」という。）附

則第３項の規定により採用された職員をいう。）及び暫定再任用短時間勤

務職員（改正条例附則第４項の規定により採用された職員をいう。以下同

じ。）は、定年前再任用短時間勤務職員（地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２２条の４第１項の規定により採用された職員をいう。以



議題：第 10号 

下同じ。）とみなして、この規則による改正後の第９条の２第１項（第２

号に係る部分に限る。）及び第４項の規定を適用する。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして

、この規則による改正後の第７条第２項並びに第９条並びに第９条の２第

１項（第１号に係る部分に限る。）並びに第１１条第１項及び第３項（第

１号を除く。）の規定を適用する。 
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甲府市学校職員義務教育等教員特別手当支給規則（昭和５３年教育委員会規則第１号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○甲府市学校職員義務教育等教員特別手当支給規則 ○甲府市学校職員義務教育等教員特別手当支給規則 

昭和５３年３月３０日 昭和５３年３月３０日 

教委規則第１号 教委規則第１号 

第１条（略） 第１条（略） 

（支給対象及び支給額） （支給対象及び支給額） 

第２条 手当の月額は、条例第２７条の２第１項に規定する職員に対し、

その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応する別表に掲

げる額とする。 

第２条 手当の月額は、条例第２７条の２第１項に規定する職員に対し、

その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応する別表に掲

げる額とする。 

第３条（略） 第３条（略） 

第４条（略） 第４条（略） 

附 則 （新設） 

（施行期日等）  

この規則は、令和５年４月１日から施行する。  

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

高等学校教育職給料表の適用を受ける者 高等学校教育職給料表の適用を受ける者 

職員

の区

分 

職務の級 

号給 

１級 ２級 ３級 ４級 職員

の区

分 

職務の級 

号給 

１級 ２級 ３級 ４級 
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定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

  円 円 円 円 

１～４ ２，０００ ２，５００ ５，１００ ６，８００ 

５～８ ２，０００ ２，６００ ５，２００ ６，９００ 

９～１２ ２，１００ ２，８００ ５，４００ ７，１００ 

１３～１６ ２，２００ ２，９００ ５，５００ ７，２００ 

１７～２０ ２，３００ ３，０００ ５，７００ ７，４００ 

２１～２４ ２，４００ ３，２００ ５，９００ ７，５００ 

２５～２８ ２，６００ ３，３００ ６，０００ ７，６００ 

２９～３２ ２，７００ ３，５００ ６，１００ ７，７００ 

３３～３６ ２，８００ ３，７００ ６，３００ ７，９００ 

３７ ２，９００ ３，８００ ６，４００ ８，０００ 

３８～４０ ２，９００ ３，８００ ６，４００   

４１～４４ ３，１００ ４，１００ ６，６００   

４５～４８ ３，２００ ４，３００ ６，８００   

４９～５２ ３，３００ ４，５００ ６，９００   

５３～５６ ３，４００ ４，８００ ７，０００   

５７～６０ ３，５００ ４，９００ ７，１００   

６１～６４ ３，６００ ５，１００ ７，２００   

６５～６８ ３，７００ ５，３００ ７，３００   

６９～７２ ３，８００ ５，４００ ７，４００   

７３～７６ ３，９００ ５，５００ ７，５００   

７７ ４，０００ ５，６００ ７，５００   

再任

用職

員 

  

  

  

 以

外の

職員 

  円 円 円 円 

１～４ ２，０００ ２，５００ ５，１００ ６，８００ 

５～８ ２，０００ ２，６００ ５，２００ ６，９００ 

９～１２ ２，１００ ２，８００ ５，４００ ７，１００ 

１３～１６ ２，２００ ２，９００ ５，５００ ７，２００ 

１７～２０ ２，３００ ３，０００ ５，７００ ７，４００ 

２１～２４ ２，４００ ３，２００ ５，９００ ７，５００ 

２５～２８ ２，６００ ３，３００ ６，０００ ７，６００ 

２９～３２ ２，７００ ３，５００ ６，１００ ７，７００ 

３３～３６ ２，８００ ３，７００ ６，３００ ７，９００ 

３７ ２，９００ ３，８００ ６，４００ ８，０００ 

３８～４０ ２，９００ ３，８００ ６，４００   

４１～４４ ３，１００ ４，１００ ６，６００   

４５～４８ ３，２００ ４，３００ ６，８００   

４９～５２ ３，３００ ４，５００ ６，９００   

５３～５６ ３，４００ ４，８００ ７，０００   

５７～６０ ３，５００ ４，９００ ７，１００   

６１～６４ ３，６００ ５，１００ ７，２００   

６５～６８ ３，７００ ５，３００ ７，３００   

６９～７２ ３，８００ ５，４００ ７，４００   

７３～７６ ３，９００ ５，５００ ７，５００   

７７ ４，０００ ５，６００ ７，５００   
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７８～８０ ４，０００ ５，６００     

８１～８４ ４，１００ ５，８００     

８５～８８ ４，１００ ５，９００     

８９～９２ ４，２００ ６，１００     

９３～９６ ４，３００ ６，２００     

９７～１００ ４，４００ ６，３００     

１０１～１０

４ 

４，４００ ６，４００     

１０５～１０

８ 

４，５００ ６，５００     

１０９～１１

２ 

４，５００ ６，６００     

１１３～１１

６ 

４，６００ ６，７００     

１１７～１２

０ 

４，７００ ６，８００     

１２１～１２

４ 

４，７００ ６，９００     

１２５～１２

８ 

４，８００ ６，９００     

１２９～１３

２ 

４，９００ ６，９００     

７８～８０ ４，０００ ５，６００     

８１～８４ ４，１００ ５，８００     

８５～８８ ４，１００ ５，９００     

８９～９２ ４，２００ ６，１００     

９３～９６ ４，３００ ６，２００     

９７～１００ ４，４００ ６，３００     

１０１～１０

４ 

４，４００ ６，４００     

１０５～１０

８ 

４，５００ ６，５００     

１０９～１１

２ 

４，５００ ６，６００     

１１３～１１

６ 

４，６００ ６，７００     

１１７～１２

０ 

４，７００ ６，８００     

１２１～１２

４ 

４，７００ ６，９００     

１２５～１２

８ 

４，８００ ６，９００     

１２９～１３

２ 

４，９００ ６，９００     
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１３３～１３

６ 

４，９００ ７，０００     

１３７～１４

０ 

４，９００ ７，１００   

１４１～１４

４ 

５，０００ ７，１００   

１４５ ５，１００ ７，１００   

１４６～１４

８ 

５，１００    

１４９～１５

２ 

５，１００       

１５３ ５，１００       

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

  ３，２００ ３，８００ ５，１００ ６，４００ 

 

１３３～１３

６ 

４，９００ ７，０００     

１３７～１４

０ 

４，９００ ７，１００   

１４１～１４

４ 

５，０００ ７，１００   

１４５ ５，１００ ７，１００   

１４６～１４

８ 

５，１００    

１４９～１５

２ 

５，１００       

１５３ ５，１００       

再任

用職

員 

  

  

  

  

  ３，２００ ３，８００ ５，１００ ６，４００ 
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甲府市学校職員義務教育等教員特別手当支給規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

  令和５年３月 日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規則第 号 

   甲府市学校職員義務教育等教員特別手当支給規則の一部を改正する規

則 

 甲府市学校職員義務教育等教員特別手当支給規則（昭和５３年３月規則第

１号）の一部を次のように改正する。 

別表高等学校教育職給料表の適用を受ける者中「再任用職員」を「定年前

再任用短時間勤務職員」に改める。 

附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



議題：第 12号 
 

 

甲府市学校職員の勤務時間に関する規程（平成４年教育委員会規程第３号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○甲府市学校職員の勤務時間に関する規程 ○甲府市学校職員の勤務時間に関する規程 

平成４年７月２４日 平成４年７月２４日 

教委規程第３号 教委規程第３号 

第１条（略） 第１条（略） 

第２条 定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間は、休暇時間を除き、

４週間を超えない期間につき１週間あたり１５時間３０分から３１時

間までの範囲内で、校長が定める。 

第２条    再任用短時間勤務職員の勤務時間は、休暇時間を除き、

４週間を超えない期間につき１週間あたり１５時間３０分から３１時

間までの範囲内で、校長が定める。 

第３条から第８条（略） 第３条から第８条（略） 

附 則 （新設） 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。  

  

 



議題：第 12号 
 

甲府市学校職員の勤務時間に関する規程の一部を改正する規程をここに公布す

る。 

  令和５年３月 日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規程第 号 

   甲府市学校職員の勤務時間に関する規程の一部を改正する規程 

 甲府市学校職員の勤務時間に関する規程（平成４年７月規定第３号）の一

部を次のように改正する。 

第２条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め  

る。 

附 則 

 この規程は、令和５年４月１日から施行する。 



議題：第 13号 

 

甲府市立小中学校職員の勤務時間に関する規程（平成４年教育委員会規程第４号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○甲府市立小中学校職員の勤務時間に関する規程 ○甲府市立小中学校職員の勤務時間に関する規程 

平成４年７月２４日 平成４年７月２４日 

教委規程第４号 教委規程第４号 

第１条（略） 第１条（略） 

（１週間の勤務時間） （１週間の勤務時間） 

第２条 定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間は、休暇時間を除き、

４週間を超えない期間につき１週間あたり１５時間３０分から３１時

間までの範囲内で、校長が定める。 

第２条    再任用短時間勤務職員の勤務時間は、休暇時間を除き、

４週間を超えない期間につき１週間あたり１５時間３０分から３１時

間までの範囲内で、校長が定める。 

第３条から第８条（略） 第３条から第８条（略） 

附 則 （新設） 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。  

  

 



議題：第 13号 
 

甲府市立小中学校職員の勤務時間に関する規程の一部を改正する規程をこ

こに公布する。 

  令和５年３月 日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 數野 保秋 

 

 

甲府市教育委員会規程第 号 

   甲府市立小中学校職員の勤務時間に関する規程の一部を改正する規程 

 甲府市立小中学校職員の勤務時間に関する規程（平成４年７月規定第４号

）の一部を次のように改正する。 

第２条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め  

る。 

附 則 

 この規程は、令和５年４月１日から施行する。 


